
（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
製 造 設 備
供 給 設 備
業 務 設 備
そ の 他 の 事 業 設 備
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

　

28,505,285
15,093,646
570,051
7,011,328
2,184,620
4,842,024
485,622
110,733
110,733

13,300,905
11,854,123
147,997
819,839
570,054
△91,108
9,501,470
2,100,133
5,267,178
42,981
594,466
590,606
909,461
△3,357

　

固 定 負 債 5,625,780
長 期 借 入 金 588,890
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,643,953
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 77,326
ガ ス ホ ル ダ ー 等 修 繕 引 当 金 41,920
繰 延 税 金 負 債 3,229,945
そ の 他 の 固 定 負 債 43,746

流 動 負 債 7,095,618
１年以内に期限到来の固定負債 405,340
買 掛 金 2,948,033
未 払 金 369,226
未 払 法 人 税 等 260,324
賞 与 引 当 金 377,502
短 期 借 入 金 1,500,000
そ の 他 の 流 動 負 債 1,235,192
負 債 合 計 12,721,398
純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,087,900
資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,203,702
利 益 剰 余 金 7,242,459
自 己 株 式 △37,761

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 7,197,456
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 7,108,851
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 88,605
純 資 産 合 計 25,285,357

資 産 合 計 38,006,756 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,006,756

連結貸借対照表
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
売 上 高 35,168,175
売 上 原 価 23,562,440
売 上 総 利 益 11,605,735

供 給 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
供 給 販 売 費 8,750,933
一 般 管 理 費 1,992,235 10,743,168
営 業 利 益 862,566

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,101
受 取 配 当 金 185,760
賃 貸 料 23,933
受 取 手 数 料 14,798
そ の 他 営 業 外 収 益 48,981 279,575

営 業 外 費 用
支 払 利 息 17,705
社 債 利 息 90
そ の 他 営 業 外 費 用 10,961 28,756
経 常 利 益 1,113,384

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,418
そ の 他 特 別 利 益 3,039 9,458

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 138
固 定 資 産 圧 縮 損 1,156
減 損 損 失 3,955
投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,500
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 19,101
そ の 他 特 別 損 失 1,111 27,963

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,094,879
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 401,021
法 人 税 等 調 整 額 △57,288 343,732
当 期 純 利 益 751,146
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 34,599
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 716,546

連結損益計算書

（単位：千円）
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 679,500 10,167,850 6,580,266 △37,264 17,390,352 4,813,693 △2,835 4,810,858

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354 △54,354
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 716,546 716,546

自 己 株 式 の 取 得 △496 △496
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 35,852 35,852
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 2,295,157 91,440 2,386,598

当 期 変 動 額 合 計 － 35,852 662,192 △496 697,548 2,295,157 91,440 2,386,598

当 期 末 残 高 679,500 10,203,702 7,242,459 △37,761 18,087,900 7,108,851 88,605 7,197,456

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 23,247 22,224,458

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 716,546

自 己 株 式 の 取 得 △496
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 35,852
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △23,247 2,363,351

当 期 変 動 額 合 計 △23,247 3,060,899

当 期 末 残 高 － 25,285,357

連結株主資本等変動計算書
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連 結 注 記 表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴ 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称 日本海ガス㈱

㈱サプラ
㈱モット日本海ガス
㈱テルサウェイズ
㈱Ｇ・テック
㈱北雄ホームサービス
㈱TOSUMO建築設計
㈱北陸電設
㈱日本海ラボ

②非連結子会社の状況
非連結子会社の名称 ㈲七尾ホームサービス他４社
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社５社は、いずれも小規模であり、各社の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社はありません。
②持分法を適用していない非連結子会社５社（㈲七尾ホームサービス他４社）及び関連会社３社

（㈱北陸燃商他２社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷ 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
以外のもの　　　　　　　　価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

棚卸資産 主として製品、原料は総平均法による原価法、仕掛品は個別
法による原価法、貯蔵品は移動平均法による原価法（いずれ
も貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法によっております。

無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員に対する退職慰労金の支払いに備
えるため、期末における要支給額を計上しております。

ガスホルダー等修繕引当金 球形ガスホルダー等の修繕に要する費用の支出に備えるた
め、次回修繕見積額について、当連結会計年度までの期間対
応額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。
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数理計算上の差異及び過去勤務
費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
費用処理しております。数理計算上の差異については、各連
結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④重要な収益及び費用の計上基準
都市ガスの販売　　　　　　　　ガス事業会計規則に基づき、定例的に実施する需要家に設置

した計量器の検針により測定したガス使用量に基づき収益を
認識する検針日基準を適用しております。

ＬＰガスの販売　　　　　　　　約束した財、又はサービスの支配が顧客に移転した時点で収
益を認識しております。検針日基準で収益を認識する取引に
ついて、決算月においては、検針日の翌日から決算日までの
未検針期間に生ずるガス使用量を見積り、連結会計年度のガ
ス使用量に基づく収益を認識しております。

ガス機器の販売　　　　　　　　ガス機器が顧客により検収された時点において顧客が当該ガ
ス機器に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断
していることから、顧客に検収された時点で収益を認識して
おります。

　　　設備工事事業及び建築設備事業　主に、ガス受注工事及び土木・管工事に係る収益であります
が、工事請負契約に関して、一定の期間にわたり履行義務が
充足される契約については、その進捗度を決算日までに発生
した工事原価等が予想される工事原価等の合計に占める割合
（原価比例法）により見積り、当該進捗度に基づき収益を認
識しております。なお、契約における取引開始日から完全に
履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益
を認識しております。

上記いずれの取引も、支払条件につき、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

⑸ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法

　　　退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

⑹ 会社計算規則（法務省令第13号）及びガス事業会計規則（通商産業省令第15号）に準じて、
連結計算書類を作成しております。
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　⑴有形固定資産の減価償却累計額 53,132,237千円

２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。
　　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌

連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであり
ます。

　　　繰延税金資産　　　819,839千円

４. 連結貸借対照表に関する注記

　　⑵受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額
　　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　  46,666千円
　　　　売掛金　　　　　　　　　　　　　　　 4,907,858千円
　　　　契約資産　　　　　　　　　　　　　　　312,653千円
　　⑶その他の流動負債のうち、契約負債の金額
　　　　契約負債　　　　　　　　　　　　　　　 441,640千円
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（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 11,000,000 － － 11,000,000

自 己 株 式
普 通 株 式 129,100 1,832 － 130,932

配当金の総額 54,354千円
１株当たりの配当額 ５円
基準日 2024年12月31日
効力発生日 2025年 3 月28日

配当金の総額 54,345千円
１株当たりの配当額 ５円
配当の原資 利益剰余金
基準日 2025年12月31日
効力発生日 2026年 3 月31日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数及び自己株式の株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。
⑵ 剰余金の配当に関する事項

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2025年３月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年３月10日開催予定の取締役会決議による配当に関する事項
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

⑴ 投資有価証券
⑵ 社債(※)
⑶ 長期借入金(※)

11,082,981
20,000

974,230

11,082,981
19,966

953,212

－
△33

△21,017

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 609,291
投資事業有限責任組合(※) 161,850

６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主として短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごと
に時価の把握を行っております。

　　借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
⑵ 金融商品の時価等に関する事項

2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に含めておりません（(注)参照）。ま
た、現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　(※)連結貸借対照表上、「１年以内に期限到来の固定負債」として計上されているものが含まれております。

　(注)市場価格のない株式等　　　　　　　（単位：千円）

　(※)投資事業有限責任組合については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指
　　 針第19号2020年3月31日）第5項及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
　　 針第31号2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 11,082,981 － － 11,082,981

資産計 11,082,981 － － 11,082,981

時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債
長期借入金

－
－

19,966
953,212

－
－

19,966
953,212

負債計 － 973,179 － 973,179

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成
　　　　　　　　　　  される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
　　　　　　　　　　  算定した時価
　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
　　　　　　　　　　  以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを利用して算定した時価
　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(注)上場株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
　  その時価をレベル１に分類しております。

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(注)社債及び長期借入金の時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
　  もとに割引現在価値法により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。
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⑴ １株当たり純資産額 2,326円35銭
⑵ １株当たり当期純利益 65円92銭

７．収益認識に関する注記
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　「1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「⑷会計方針に関する事
　　項」の「④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８. １株当たり情報に関する注記

９．その他の注記
　　グループ通算制度の適用

当社及び一部の子会社は、グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税
並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っております。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
短 期 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
工 具 器 具 備 品
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

1,184,262
67,499
57,017
998,200
61,545

21,908,684
0

214
△214

145
145

21,908,538
11,330,020
10,509,072
100,000
8,878

△39,433

　

流 動 負 債 767,858
未 払 金 16,671
未 払 費 用 74,849
未 払 配 当 金 1,228
未 払 法 人 税 等 17,763
短 期 借 入 金 580,000
1 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 50,000

預 り 金 5,757
賞 与 引 当 金 6,153
そ の 他 15,434

固 定 負 債 3,596,049
長 期 借 入 金 375,000
退 職 給 付 引 当 金 2,381
繰 延 税 金 負 債 3,218,668
負 債 合 計 4,363,907

純 資 産 の 部
株 主 資 本 11,665,227

資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,089,633
資 本 準 備 金 335,565
そ の 他 資 本 剰 余 金 9,754,068

利 益 剰 余 金 933,855
そ の 他 利 益 剰 余 金 933,855
繰 越 利 益 剰 余 金 933,855

自 己 株 式 △37,761
評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,063,811

その他有価証券評価差額金 7,063,811
純 資 産 合 計 18,729,039

資 産 合 計 23,092,946 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,092,946

貸 借 対 照 表
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
営 業 収 益 992,173
営 業 費 用 911,089

営 　 　 業 　 　 利 　 　 益 81,083

営 業 外 収 益
受 取 利 息 16,132
受 取 配 当 金 182,314
雑 収 入 9,953 208,400

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,389
雑 損 失 852 13,242
経 　 　 常 　 　 利 　 　 益 276,241

特 別 損 失
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 19,101 19,101

税 引 前 当 期 純 利 益 257,139
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △15,958
法 人 税 等 調 整 額 △2,291 △18,250
当 期 純 利 益 275,389

損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計資本準備金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 679,500 335,565 9,754,068 10,089,633 712,820 712,820 △37,264 11,444,688 4,788,180 4,788,180 16,232,869

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354 △54,354 △54,354 △54,354

当 期 純 利 益 275,389 275,389 275,389 275,389

自 己 株 式 の 取 得 △496 △496 △496

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 2,275,630 2,275,630 2,275,630

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 221,035 221,035 △496 220,538 2,275,630 2,275,630 2,496,169

当 期 末 残 高 679,500 335,565 9,754,068 10,089,633 933,855 933,855 △37,761 11,665,227 7,063,811 7,063,811 18,729,039

株主資本等変動計算書
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個 別 注 記 表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格がない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
以外のもの　　　　　　　　　原価は移動平均法により算定）

市場価格がない株式等　　　　移動平均法による原価法
⑵　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産　　　　　　　　　定率法
　　無形固定資産　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
　　　　　　　　　　　　　　　　　用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
⑶　重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定
　　　　　　　　　　　　　　　　　の債権について、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
　　　　　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。
　　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事
　　　　　　　　　　　　　　　　　業年度に負担すべき額を計上しております。
　　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における
　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の見込額に基づき計上しております

　⑷　収益及び費用の計上基準
　　　　純粋持株会社として、子会社からの経営指導料、業務受託料及び配当金・利息収入を収益に

計上しております。経営指導料等については、子会社との間で取り決めた経営指導事項等に
基づき定常的に役務を提供することが履行義務であることから、提供する役務の進捗に応じ
て収益を認識することが合理的であると判断し、毎月一定の計算条件で算定した金額を収益
として認識しております。また、配当金・利息収入については、「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）等を適用しております。なお、子会社との間
で定めた取引条件や支払条件の中に受領する対価に重要な変動をもたらす要素や重要な金融
要素は含まれておりません。
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短期金銭債権 1,082,248千円
短期金銭債務 627,455千円
長期金銭債権 100,000千円

営業収益 992,173千円
営業費用 375,773千円
営業外収益 15,988千円
営業外費用 7,689千円

当事業年度末における自己株式数 130,932株

２. 会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。
　　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生要因は、事業税及び賞与引当金の否認等であり、将来回収可能な額を
繰延税金資産として計上しております。繰延税金負債の発生要因は、その他有価証券評価差額
金であります。なお、貸借対照表上は、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており
ます。

７.　収益認識に関する注記
　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「⑷収益及び費用の計上基準」に記載のと
　　　　おりであります。
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種　　類 会社等の名称 事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科　　目 期 末 残 高
（千円）

子会社 日本海ガス㈱ ガス事業 直接 100.0 %

経営指導
業務の受託
役員の兼任
出向者受入
資金の貸付

経営指導料の
受取　※1 163,200

売 掛 金 48,576
業務受託料の
受取　※1 366,720

出向者負担金
※2 267,144 未 払 費 用 36,921

貸付金利息の
受取　※3 12,135 短期貸付金 720,000

子会社 ㈱サプラ 管工事業 直接 100.0 ％

経営指導
業務の受託
役員の兼任
出向者受入
資金の借入

借入金利息の
支払　※3 3,318 短期借入金 -

子会社 ㈱北陸電設 電気工事業 直接 100.0 % 経営指導
資金の借入

借入金利息の
支払　※3 2,244 短期借入金 280,000

子会社 ㈱日本海ラボ インキュベーション事業 直接 100.0 %
経営指導
業務の受託
役員の兼任
資金の貸付

貸付金利息の
受取　※3 2,676 短期貸付金 277,500

⑴　１株当たり純資産額 1,731円67銭
⑵　１株当たり当期純利益 25円33銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　※１　経営指導料、業務受託料は、契約に基づき決定しております。
　※２　出向者負担金は、出向元の給与を基準に双方協議の上、決定しております。
　※３　資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10．グループ通算制度の適用
　　　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税並びに税効果会
　　　計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に
　　　関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っております。

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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